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第1次報告から第4次報告属での提言に対する対応について  

、 見や通告がなされたときは他の業務に先んじ  
て対応を行うことを原則とし、児童の安全確  

O 「児童相談所運営指針」等において、児童  
虐待防止制度の詳細等が記載され、十分な理  
解が求められている。   

制を強化することが必要。   

門の長は職員にスーパーービジョンのできる者  
が適当としているほか、各児童相談所に教育  

また、平成20 年3月の同指針の改正に  
より、新たに各児童相談所に教育・訓練・指  

ヨン等の体制整備が必要。  O「児童虐待防止対策支援事業」における「ス  
ーバーバイズ・権利擁護強化事業」により、  
高度な専門性をもった学識経験者や警察官0  



の実務経験者からの援助を受け、児童相  
におけるスーパーバイザー 

間対応のマニュアルなど）の整備が必要  
・児童相談所においては自らが通告を受けて  
適切な対応が取れる体制確保に努める、  

・緊急対応を要する場合、当面の対応方針と  

・翌日等に緊急受理会議を開き、時間外対応  
の状況報告と評価を行い、今後の方針を決  

。 

積極的に活用し、情報交換や連携を進めて  
いくことが望まれる   もを守る地域ネットワーク機能強化事業」を  

創享化しコー｝‾ヾィネ一夕ーやネ、、トワーク構  

② 事例検討会議を実施し、複数の目で家庭を  亘又、 フ 
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は、婦人相談所においては被害者への支援が  
途切れることのないよう配慮することが必要  
であり、具体的には、地域での生活を始めた  
被害者については、その身近にあって相談し  

すい市町村の支援センター等の相談窓口に  
き継ぐこと等が考えられるなどとされてい  

向で検討すべきである。  
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次  極的に関わり関係機関との連携を強化する必  

要。  

③ 医療機関は虐待に関する認識をより一層高  O 「児童相談所運営指針」においては、児童  
次   めると同時に、関係機関との連携も含めた対  相談所が医療機関への紹介、あっせん等の業  

応を充実させていくことが必要。   務を円滑に進めることができるよう、地域の  
医師会、医療機関との協力、連携体制の充実   

④医療機関及び医師、助産師、看護師等は、  ヽ♪＼′＝＝T＝■ノ1・Yl⊥一1へ＿．・＝′・l、－7 を凶ることか必、安し、、のつご己才ししい勺。  

戻   虐待防止対策について常に最新の情報を収集  
○平成19年の改正児童虐待防止法により、      し、医療専門職の役割を認識するとともに、  
虐待防止と治療のための院内チームを構築  平成20年4月から国及び地方公共団体は、  
し、地域関係機関との連携を図る必要。   児童虐待の予防、早期発見等のため、医療提  

供体制の整備に努めることとされている。  

○平成20年3月に「妊娠・出産・育児期に  
養育支援を特に必要とする家庭に係る保健医  
療の連携体制について」（平成20年3月31  
日雇児総発第OjjlOOj号）により、養育支援  
を特に必要とする家庭について医療機関と保  
健機関の間で効果的に情報提供・共有を図る  
ための連携体制のあり方が示されている。  

○平成20年度予算の「母子保健医療対策等  
総合支援事業」において、様々な子どもの心  
の問題や児童虐待等に対応するため、都道府  
県域における拠点病院を中核とし、各保健医  
療機関等と連携した支援体制の構築を図るた  
めの事業を実施することとなっている。   

ジ′1ノr㌣    ※点訂．Lし、1          ニーナ亡くべて′音詩㌣ご壬〔ミh∴∵ゝ■′  
① 思春期の早い段階から乳幼児とのふれあい  ○ 児童ふれあい交流事業により、市町村が実  

次   体験等を通して子どもを慈しむ心を育むと   施主体となって、地域の中・高校生に乳幼児  

ともに、性教育を含めた生命の尊さを学ぶた   と出会いふれあう機会を提供する事業が実  
めの幅広く充実した教育を行うことにより、  施されている。  
望まない妊娠・出産を予防することが第一義  
的に重要。  ○思春期保健相談等事業において、思春期の  

男女等を対象に、思春期特有の医学的問題、  
②妊娠・出産について悩みを抱える女性に対     性に関する不安及び悩み等に関する専門相談  

する相談支援の取組（「女性健康支援センタ  等が実施されている。  
」事業」「妊娠について悩んでいる者に対す  

る相談援助事業」「思春期相談クリニック事   ○平成19年4月に「出産や育児に悩みを持  
業」等）の周知、また、育児に関する深刻な  つ保護者に対する相談窓口の周知等につい  
悩みを抱える保護者に対する養護相談を実施  て」（平成19年4月5日雇児総発第  
している児童相談所、市町村の児童家庭相談  0405001号）により、都道府県等に対して相  
窓口について広く周知を行う。   談窓口の周知等が依頼されている。  

③ 相談に当たっては、本人の悩みを受け止め、  ○ 平成20年3月の「児童相談所運営指針」「市   

∽
∽
 
 
 



次   どのような支援ができるのか また、適切な  町村児童家庭相談援助指針」の改正により、               ヽ  
のかをともに考え、個々の状況に応じて訪問、   妊婦からの相談については、相談の趣旨を十  
一時預かり等の養育のサポートから、乳児院  分受け止めた上で、保健所や市町村保健セン  
への入所、里親委託等まで適切な選択肢を検  ターとの十分な連携の下、必要に応じ適切な  
討する。   機関にあっせんし、出生後想定される養育上  

の問題について、早期発見・早期対応及び一  
貫した指導・援助の実施に努めることとされ  
ている。  

④ 関係者は、虐待に関する基本的知識を再確  ○ 平成19年度から、支援を必要とする家庭  ○ 今後、生後4か月までの全戸訪問事業と育   
次  課するとともに、虐待か否かの判断にとらわ  を早期に把握する「生後4か月までの全戸訪  児支援家庭訪問事業との一体的な実施に向け  

れず、「保護者による不適切な監護」等要支        間事業（こんにちは赤ちやん事業）」が実施  て、そのあり方の詳細を示すこと等を検討す  
援家庭の要素が確認されれ、争ぎ支援を開始する   されている。   べきである。  

ことが必要。   
○ 平成20年3月の「児童相談所運営指針」「市  ○ ノ久国△に揮出している「旧土福祉法等の一  

⑤ 妊娠期からの指導、支援を強化するととも  町村児童家庭相談援助指針」の改正により、   部を改正する法律案」においては、   
次   に、医療機関と地域保健・福祉機関との連携  出生前であっても、要保護児童として支援が   法律上、生後4か月までの全戸訪問事業  

を強化し、「切れ目・のない支援」を実施する   見込まれるケースについては、・要保護児童対   を．「乳児家庭全戸訪問事業」として、育児  
ことが必要。   策地域協議会の対象ケースとし、個別ケース   支援家庭訪問事業を「養育支援訪問事業」  

書∠ゝ≡   山    ／（の、、 金云   として位置づけ、これらの一体的な実施に  
⑥虐待を予防するために、妊娠期から、母子  こと等となっている。  より／＼イリスクのケースを継続支援につな  

健康手帳の発行や健診の機会の活用及び、医   げるとともに、市町村にこれらの実施の努  
○平成20年3月に「妊娠・出産・育児期に      療機関と地域保健・福祉機関が連携を密にす  力義務を課す   

次   ることにより、要支援家庭を早期に把握し切  養育支援を特に必要とする家庭に係る保健医   ・ 要保護児童対策地域協議会の協議対象と  
れ目のない支援を提供することが必要。   療の連携体制について」（平成20年3月 31   して、養育支援を行うことが特に必要であ  

日雇児総発第0331003号）により、養育支援   る妊婦や児童・保護者を追加するととも  
⑦ 妊娠産裾期におけるハイリスク者の発見と  を特に必要とする家庭について、医療機関と   に、 これらの者を養育支援訪問事業の対象   

次   その支援など医療機関の役割は大きく、地域  保健機関の間で効果的に情報提供・共有を図   として位置づける  
の保健機関や福祉機関につなげていく体制を  るための連携体制のあり方が示されている。  ・乳児家庭全戸訪問事業等の実施に当たっ  
整備する必要。  ての母子保健事業との連携・調和の努力義  

○平成20年度予算において「子どもを守る  務や、都道府県が母子保健に関する事業又  
⑧ 地域の実情に応じ 医療機関から市町村保    地應■ネットワーク 能強化 」が り設され   は 務の実施に賢して 煽が必要な児童等   

戻  を把握したときの現在地の市町村への通知  
提供や相互の連携を強化するための地域保健  庭訪問事業との一体的な実施を図り、ハイリ   義務を課す  
医療連携システムの構築を図る。   スクのケースを継続支援につなげることと  等の措置を講じることとされている。  

し、要保護児童対策地域協議会とこれらの訪  
問事業の連携した取組について評価する仕組      ⑨ ⑧の「地域保健医療連携システム」におい      、1里7ウ  

ては、精神的問題を抱えるケースも対応でき  みとされている。   
る体制となるよう検討する。  

⑲出生前後を問わず、ハイリスクであって特  
に支援が必要なケースについては、要保護児  
童対策地域協議会の場等において、個別ケー  
ス検討会議を開催し、対応を検討することと  
する。   

⑪出産後においては、平成19年度からスタ  
ー卜した「生後4か月までの全戸訪問事業（こ   
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んにちは赤ちやん事業）」ノにより、ハイリス  
クのケースを早期に把握するとともに、必要  
に応じ、「育児支援家庭訪問事業」に結びつ  

け、適切な支援を行う。  

⑫ 産後うっ等のハイリスクの者を早期に把握  
l次  lするため、平成19年度からスタートした「生  

後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤  
l  

l  

ちゃん事業）」がすべての市町村で実施され  
るよう普及を図る。また、その後のフォロー  
を適切に実施するため、育児支援家庭訪問事  
業との一本化を図り、ハイリスクのケースを  
継続支援につなげるシステムを構築する。   

⑬ 子どもの出生前の段階で安保護児童として  ○ 平成20年3月の「児童相談所運営指針」「市  
次   の支援の必要が見込まれるケースについて   町村児童家庭相談援助指針」の改正により、  

も、市町村及び児童相談所における記録票の  妊婦からの相談について、子どもが出生後に  
作成などの取扱を明確にすべきである。   要保護児童として支援の必要が見込まれる場  

合は、受理した段階で児童記録表を作成し、  
妊婦自身等に関する記録を残した上、子ども  
が出生した段階で子どもに関する記録を加え  
ることとし、一貫した指導・援助の経過を残  
すこととされている。  

等について先進的な取組例の普及を図る。   

○各種研修等において、生後4か月までの全  
戸訪問事業、育児支援家庭訪問事業に積極的  




